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平成３１年雇第２号 

 

主  文 

公共職業安定所長が平成３０年３月１日付けで再審査請求人に対してした同年２月

１９日以降基本手当を支給しない旨の処分は、これを取り消す。 

 

事実及び理由 

第１ 再審査請求の趣旨 

主文同旨 

第２ 事案の概要 

１ 再審査請求人（以下「請求人」という。）は、平成２２年１１月１日、Ａ所在の

Ｂ（以下「事業所」という。）に雇用され、同日付けで雇用保険の被保険者資格を

取得した。 

  その後、おおむね１年単位で労働契約を更新し、平成２９年９月３０日、事業所

を離職し、翌日に被保険者資格を喪失した。 

  その間、平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの１年間について

は、当初、雇用保険の被保険者となり得ない労働条件での労働契約であったため、

平成２８年４月１日、被保険者資格を喪失したが、当該労働契約期間中の平成２

９年２月１日、労働条件の変更により被保険者資格を取得した。 

 ２ 請求人は、平成２９年１０月１６日、公共職業安定所に出頭し、雇用保険の受給

資格決定を求めた。その際、請求人は、公共職業安定所長（以下「安定所長」とい

う。）に対し、雇用保険法（以下「法」という。）第２３条第２項第２号及び雇用

保険法施行規則（以下「則」という。）第３６条第７号所定の特定受給資格者要件

（期間の定めのある労働契約の更新により３年以上引き続き雇用されるに至った

場合において当該労働契約が更新されないこととなったこと。）に該当する旨を

申し立てたが、安定所長は、事業所を管轄する公共職業安定所長に照会の上、請求

人の離職前に継続する被保険者期間は８か月であるから、当該特定受給資格者要

件には該当しないと判断した。 

３ そこで、安定所長は、平成２９年１０月２３日から平成３０年２月１８日まで

９０日分の基本手当を支給したが、同年３月１日、請求人に対し、同年２月１９日

以降基本手当を支給しない旨の処分（以下「本件処分」という。）をした。 
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４ 本件は、請求人が、離職について、法第２３条第２項第２号及び則第３６条第７

号所定の特定受給資格者要件に該当すると主張し、本件処分の取消しを求める事

案である。  

５ 請求人は、雇用保険審査官（以下「審査官」という。）に対し審査請求をしたと

ころ、審査官が平成３０年１１月２６日付けでこれを棄却する旨の決定をしたこ

とから、更にこの決定を不服として本件再審査請求をした。 

第３ 当事者の主張の要旨 

１ 請求人 

（略） 

２ 原処分庁 

（略） 

第４ 争  点 

請求人が、離職について、法第２３条第２項第２号及び則第３６条第７号所定の

特定受給資格者要件に該当するか。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 理  由 

１ 前提事実 

（略） 

 ２ 当審査会の事実認定及び判断 

 （１）法第２３条第２項第２号及び則第３６条第７号の規定により、期間の定めのあ

る労働契約の更新により３年以上引き続き雇用されるに至った場合において当

該労働契約が更新されないこととなったときには、特定受給資格者要件に該当す

るところ、請求人が、この要件に該当するか、以下検討する。 

   ア 事業所と請求人の労働契約について 

      請求人は、事業所と期間の定めのある労働契約を締結し、平成２９年９月３

０日付けで事業所を離職するまでの６年１１か月の間に、８回更新している。

更新された８回の労働契約のうち、２回は雇用契約書において更新の可能性が

ないとされていたが、結果として、更新されたことが認められる。 

      また、平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までを雇用期間とする

労働契約にあっては、週の所定労働時間が１８時間であり、被保険者となり得
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ない労働条件であったため、請求人は、平成２８年４月１日、被保険者資格を

喪失したが、当該労働契約の期間中である平成２９年２月１日、勤務時間の変

更により、週の所定労働時間が２３時間となり、雇用保険の被保険者資格を再

取得している。 

なお、請求人は、平成２８年４月１日に被保険者資格を喪失した際には、基

本手当の受給資格決定を求めて安定所に出頭することはなかった（公開審理に

おける請求人の申述）。 

イ 事業所における請求人の業務について 

請求人は、事業所が文部科学省の補助を受けて実施するＣ事業において、表

面分析装置の操作の業務に従事し、事業所に雇用された平成２２年１１月１日

から事業所を離職する平成２９年９月３０日までの間、当該補助事業が終了し、

事業所の独自事業となった後も、一貫して、表面分析装置の操作の業務に従事

していた（公開審理における請求人の申述）。 

さらに、請求人が事業所を離職した後も、当該表面分析装置の操作の業務は、

他の職員により引き続き行われていた（公開審理における請求人の申述）。 

（２）「期間の定めのある労働契約の更新により３年以上引き続き雇用されるに至

った場合において当該労働契約が更新されないこととなったとき」に、特定受

給資格者として、手厚い給付を行う趣旨は、期間の定めのある労働契約につい

て、３年という雇用継続期間をもって雇用継続の期待が生じ、労働契約が更新

されなかったときには解雇等と同等に扱うことに合理性があると判断したもの

と解されるところ、上記（１）ア及びイの事実に照らすと、請求人は、６年１１

か月の間、同一事業主との労働契約の更新により、離職することなく、その規律

の下に労働を提供しており、平成２８年４月１日に被保険者資格を喪失した際

にも、基本手当を受給することはなく、また、労働契約の締結時には更新の可能

性がないとされていたときも、結果として、更新された場合があること、請求人

が従事していた表面分析装置の操作の業務は、請求人が離職した後も、他の職

員により代替されていたことからすれば、請求人が雇用継続を期待するのに十

分な合理性がある。 

（３）そうすると、請求人については、事業所と締結した労働契約の期間は継続して

６年１１か月間続いており、通算して３年以上あるのであるから、法第２３条第

２項第２号及び則第３６条第７号所定の特定受給資格者要件に該当するものと
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判断する。 

（４）原処分庁は、雇用保険の被保険者となり得ない労働条件により就労した期間

については、雇用関係が中断していると判断しているが、被保険者資格は中断

しているものの、労働契約は中断していないので、その判断は失当である。 

３ 結  論 

   以上のとおり、本件処分は相当ではないから、これを取り消すこととして、主文

のとおり裁決する。 

 

   令和２年２月１９日 

 


